
Ⅰ　調査の実施要領

　調査の目的

　この調査は、学校教育、社会教育及び教育行政における地方公共団体から支出された経費並び

 に授業料等の収入の実態を明らかにして、国･地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための

 基礎資料を得ることを目的としている。

　調査の対象

　調査の対象は、都及び区市町村の教育委員会並びに公立学校で次のとおりである。

　ただし、公立学校には大学・短期大学は含めていない。

　◎教育委員会63（都１・区23・市26・町５・村８）

　◎公立学校

（平成30年５月１日現在）

学校数 生徒数 種  　別 学校数 生徒数 種  別 学校数 生徒数

171 12,268 高等学校(全日制) 173 124,235 専 修 学 校 8 1,919

1,273 580,786 高等学校(定時制) 55 11,506 認定こども園 9 1,188

611 223,216 高等学校(通信制) 3 1,516 義 務 教 育 学 校 7 5,977

62 12,732 中 等 教 育 学 校 6 5,613 合  計 2,378 980,956

注：１  学校数には分校を含む。
　　２　高等学校（通信制）生徒数は本科生のみである。
　　３　都立中学校は中学校に計上している。
　　４　認定こども園は「幼保連携型認定こども園」のみ計上している。

　調査の内容

　教育費として実際に支出された経費を学校教育費、社会教育費、教育行政費の３分野に大別し、

各分野で支出された経費を負担区分別（財源の種類別）、使途別（支出項目別）に調査している。

　なお、総務省決算「決算状況調」の目的別歳出決算額の「教育費の範囲」とは次の点で異なる。

(1)　目的別歳出決算額の教育費に含まれているが、本調査では調べない経費

 ①　私立学校に対する補助金

 ②　公立大学・短期大学への支出経費

 ③　積立金・貸付金等

 ④　給食費

(2)　目的別歳出決算額に含まれていないが、本調査では調べる経費

 ①　債務償還費（公債費）

 ②　他省庁・他部局からの補助金

 ③　教育施設の火災保険料

 ④　災害復旧費

 ⑤　教育委員会事務局庁舎維持費
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4 　調査の構成

　地方教育費調査の構成を図示すると、以下のとおりである。

Ⅰ　地方教育費

　この調査は、学校教育、社会教育及び教育行政における地方公共団体から支出された経費並び

 に授業料等の収入の実態を明らかにして、国･地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための 人 件 費 （本務教員給与・兼務職員給与・

 基礎資料を得ることを目的としている。 事務職員給与・その他の職員給

与・共済組合等負担金・恩給費・

退職死傷手当等に要した経費）

教育活動費 （特別活動費・教授用消耗品費・

旅費・その他の教育活動等に要し

た経費）

幼 稚 園 費 管 理 費 （修繕費・学校警備費・消耗品費・

光熱水費・その他の維持費・旅費

認 定 こ ども 園費 等に要した経費）

小 学 校 費 補助活動費 （給食活動・衛生活動・寄宿舎

運営等に要した経費）

中 学 校 費

所定支払金 （地代・借料・校長会・研究会

義 務 教 育学 校費 負担金・分担金等に要した経費）

特 別 支 援学 校費

高等学校（全）費 （土地費・建築費・設備備品費・備品に類する

図書の購入費等に要した経費）

高等学校（定）費

高等学校（通）費 （地方債の元金返済、利子の支払及び手数料に

要した経費）

中 等 教 育学 校費

専 修 学 校 費

公 民 館 費 （人件費・公民館等活動費・維持修繕費・補助活

動費・所定支払金等年々経常的に支出する経費）

図 書 館 費

国 庫 補 助 金

博 物 館 費

都 支 出 金

体 育 施 設 費

区 市 町 村 支 出 金

青少年教育施設費 （土地費・建築費・設備備品費・備品に類する

地 方 債 図書の購入費等に要した経費）

女 性 教 育施 設費

公費組入れ寄付金

文 化 会 館 費

その他の社会教育
施設費

教育委員会が行っ
た社会教育活動費

債務償還費

文 化 財 保 護 費

（人件費・旅費・指導費・維持修繕費・補助活動

費・所定支払金等年々経常的に支出する経費）

（土地費・建築費・設備備品費・備品に類する

図書の購入費等に要した経費）

Ⅱ

（地方債の元金返済、利子の支払及び手数料に
要した経費）
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　調査の留意点

(1)　地方交付税及び都区財政調整制度によるものは、「区市町村支出金」として分類している。

(2)  「都支出金」には、教育庁所管経費のほか、総務局所管の市町村総合交付金等他局所管の経

   費も含まれている。

(3)　「公費組入れ寄付金」は、個人・団体からの指定寄付金のほか、都市再生機構や東京都住宅

   供給公社等の負担金等も対象としている。

(4)　平成19会計年度まで、学校教育費に「公費に組み入れられない寄付金」として、ＰＴＡ・

   学校後援会及びその他の団体又は個人から学校や教育機関に直接寄付され、地方公共団体の歳

　 入として組み入れられなかった経費を含んでいたが、平成20会計年度から調査対象外となり、

　 負担区分（財源）別は公費のみを地方教育費とした。

   　なお、東京都では社会教育費や教育行政費には存在せず、学校教育費のみに含まれていた。
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Ⅱ　調査結果の概要

　平成30年度の教育費の概要

　平成30年度における東京都及び都内区市町村の教育費の総額（公費）は、1兆4,439億1,508万

9千円であり、前年度に比べ363億8,836万2千円の増となった。

　分野別・財源別・使途別内訳は表１のとおりである。

　また、表２は教育費総額の過去５年間の推移を、表３は都民所得に対する教育費との関係を過

去５年間の年次推移で示したものである。

　図１は、分野別の構成比である。

(単位:千円）

金　　額 構　成　比

1,443,915,089 100.0 % 

分 1,204,536,550 83.4 % 

野 137,305,735 9.5 % 

別 102,072,804 7.1 % 

136,933,672 9.5 % 

680,523,056 47.1 % 

586,758,446 40.6 % 

39,583,134 2.7 % 

116,781 0.0 % 

使 1,152,211,568 79.8 % 

途 229,275,847 15.9 % 

別 62,427,674 4.3 % 債 務 償 還 費
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表１　平成30年度の教育費総額



表２　教育費総額の年次推移

（単位:千円）

(率)

平成26年度 2.4 % 

平成27年度 △ 0.5 % 

平成28年度 2.0 % 

平成29年度 △ 1.3 % 

平成30年度 2.6 % 

※平成20会計年度調査から教育費総額は公費のみとしたため、公費に組み入れられない寄付金を除く。

表３　　都民所得に対する教育費の比率

　　　　下段　金　額

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　Ⅰ　都民所得　 0.6 3.3 △ 1.5 1.0 －

　（単位：億円） 723,891 748,075 737,014 744,732 －

　Ⅱ 教育費総額　 2.4 △ 0.5 2.0 △ 1.3 2.6

　（単位：百万円） 1,406,519 1,399,061 1,426,524 1,407,527 1,443,915

1.9 1.9 1.9 1.9 －

図１　教育費総額の分野別構成比

注：都民所得は、「平成29年度都民経済計算年報」（総務局統計部調整課〈令和元年12月公表〉）
　による。

1,426,523,502 

1,407,526,727 

1,443,915,089 

　　　　上段　対前年度増減率（％）

比率（％）
Ⅱ／Ⅰ×100

27,462,898 

△ 18,996,775 

36,388,362 

教育費総額（公費)

1,406,518,693 

1,399,060,604 

対前年度増減額

33,530,948 

△ 7,458,089 

学校教育費

83.4%

社会教育費

9.5%

教育行政費

7.1%

137,306百万円

1,204,537百万円

教育費総額
1,445,988百万円
教育費総額

1,445,988百万円
教育費総額

1,445,988百万円

102,073百万円

教育費総額
1,443,915百万円



2 　学校教育費

　　 平成30年度の学校教育費の総額は1兆2,045億3,655万円であり、その学校種別の内訳は

　 表４のとおりである。

　　 また、図２・図３は、それぞれ学校種別の財源別・使途別の構成比を示したものである。

表４　学校種別の学校教育費

   （単位:千円）

金　　額 構　成　比

1,204,536,550 100.0 % 

幼 稚 園 13,071,884 1.1 % 

認 定 こ ど も 園 2,046,248 0.2 % 

小 学 校 588,552,284 48.9 % 

中 学 校 309,320,596 25.7 % 

義 務 教 育 学 校 5,458,547 0.5 % 

特 別 支 援 学 校 97,281,990 8.1 % 

高 等 学 校 （ 全 日 制 ） 155,970,562 12.9 % 

高 等 学 校 （ 定 時 制 ） 23,851,853 2.0 % 

高 等 学 校 （ 通 信 制 ） 663,565 0.1 % 

中 等 教 育 学 校 6,033,362 0.5 % 

専 修 学 校 2,285,659 0.2 % 

国 庫 補 助 金 132,976,181 11.0 % 

都 支 出 金 641,256,177 53.2 % 

区 市 町 村 支 出 金 393,273,042 32.6 % 

地 方 債 36,937,730 3.1 % 

公 費 組 入 れ 寄 付 金 93,420 0.0 % 

使 消 費 的 支 出 940,746,597 78.1 % 

途 資 本 的 支 出 208,794,656 17.3 % 

別 債 務 償 還 費 54,995,297 4.6 % 

学 校 教 育 費 総 額

財
　
　
源
　
　
別









５　 一人当たりの教育費

　　 平成30年度の都民一人当たりの教育費総額は105,083円であり、前年に比べ1,872円増となった。

　　 表７は過去５年間の推移を、表８は各分野別の一人当たりの教育費を示したものである。

　　 また、図５は学校種別の児童・生徒等一人当たりの学校教育費を、図６は各分野別の都民一人

 　当たりの教育費を示したものである。

　　 なお、都民一人当たりの教育費は、平成31年１月１日現在の住民基本台帳による東京都の人口

　 (13,740,732人)で除して算出し、児童・生徒等一人当たり金額は、平成30年５月１日現在の学校

　 基本調査による児童・生徒数等で除して算出した。

表７　　都民一人当たりの教育費の年次推移

金額（円）

105,772 1,303 (   1.2 %) 1,406,518,693 (   2.4 %) 13,297,585 ( 1.2 %)

104,288 △ 1,484 (△ 1.4 %) 1,399,060,604 (△ 0.5 %) 13,415,349 ( 0.9 %)

105,434 1,146 (   1.1 %) 1,426,523,502 (   2.0 %) 13,530,053 ( 0.9 %)

103,211 △ 2,223 (△ 2.1 %) 1,407,526,727 (△ 1.3 %) 13,637,346 ( 0.8 %)

105,083 1,872 (   1.8 %) 1,443,915,089 (   2.6 %) 13,740,732 ( 0.8 %)

注１：（　　）内は、対前年度増（△）減率

注２：都民一人当たりの教育費及び教育費総額は、公費に組み入れられない寄付金を除く。

注３：東京都の人口は、住民基本台帳（各年度１月１日現在、外国人住民を含む）。

　表８　各分野別一人当たりの教育費
(単位:円)

教 育 行 政 費 7,428                  －

438                    －

1,722,431         

439                    

1,628                  

166                    

中 等 教 育 学 校

高 等 学 校 （ 全 日 制 ）

専 修 学 校

社 会 教 育 費

体 育 施 設 費

－

－

－

－

－

－

－

－

都民一人当たりの教育費 参　　　　　　　　　　考

対前年度増（△）減 教 育 費 総 額 （ 千 円 ） 人　 　口

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

教 育 費 総 額

913,259           

7,640,747         

1,227,921         

1,065,527         

1,013,372         

1,385,746         

義 務 教 育 学 校

特 別 支 援 学 校

児 童・生 徒 等
一人当たり金額

－

都   　　　民
一人当たり金額

105,083                

87,662                 

11,351                 

1,736                  

48                     

951                    

42,833                 

22,511                 

397                    

7,080                  

149                    

1,754                  

9,993                  

1,255,448         

2,072,993         

437,708           

－

1,074,891         

1,191,068         

358                    

8                      

151                    

1,401                  

3,437                  

351                    

468                    

－

学 校 教 育 費

幼 稚 園

高 等 学 校 （ 定 時 制 ）

高 等 学 校 （ 通 信 制 ）

小 学 校

中 学 校

認 定 こ ど も 園

青 少 年 教 育 施 設 費

女 性 教 育 施 設 費

文 化 会 館 費

文 化 財 保 護 費

公 民 館 費

図 書 館 費

博 物 館 費

そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費

教育委員会が行った社会教育活動費



注３：住民基本台帳による東京都の人口は、外国人住民を含む（総務局統計部）。
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図６ 各分野別の都民一人当たりの教育費（単位：円）
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(単位：円) 図５ 学校種別の児童･生徒等一人当たりの学校教育費


